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第１章 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

 

本市は、「薩摩川内市男女共同参画基本条例」に基づき、「すべての人々が、性別に

かかわりなく、人権を尊重され、家庭、職場、学校、地域その他の社会のあらゆる分

野で平等に参画し、個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会」の

実現を目指して、全庁的に取組を進めています。その中で、個人の尊厳を傷つけ、男

女平等を妨げる配偶者等からの暴力は、男女共同参画社会の実現を阻害する行為であ

り、根絶すべき重要な課題です。 

配偶者等からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、インター

ネットや携帯電話等の普及によりその形態も多様化し、社会問題となっています。そ

の被害者は、多くの場合は女性であり、男女の不平等な関係が暴力の背景にあります。

配偶者等からの暴力を根絶するためには、県及び関係機関・団体と連携・協力を図り

ながら、一体となって取組を進めるとともに、市民一人ひとりが、暴力を許さない地

域社会づくりに努めることが重要であり、配偶者等からの暴力の防止及び被害者の適

切な保護に関する取組を、総合的・体系的に推進するための計画として平成２８年３

月に「第２次薩摩川内市配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援計画」を策定しま

した。 

この間、国においては、交際相手からの暴力が社会的な問題となっていることや、

被害者の情報保護の徹底や高齢者・障害者への配慮が求められてきているなど、社会

情勢の変化を踏まえて、適宜「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する

法律」の改正や、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関する

基本的な方針」の見直しが行われており、そこに示された課題や視点に対応できるよ

う市町村では配偶者暴力防止計画の見直しが必要となっています。 

その他、困難な問題を抱える女性への支援に関する法律が令和６年４月１日に施行

されている。 

このような状況等を踏まえて、配偶者等からの暴力の防止及び被害者の支援のため

の施策の一層の充実を図るために、「第３次薩摩川内市配偶者等からの暴力の防止及び

被害者支援計画」を策定しました。 
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２ 計画の基本的な考え方 

 

この計画の基本理念は、「薩摩川内市男女共同参画基本条例」の基本理念を踏まえ、

次のとおりとします。 

 

３ 計画の性格  

⑴ この計画は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（以下「配

偶者暴力防止法」という。）第２条の３第３項の規定に基づく、市町村基本計画として

策定します。 

⑵ この計画は、「薩摩川内市男女共同参画基本条例」第８条、第９条を遵守するための

計画として位置づけ、「薩摩川内市男女共同参画基本計画」と一体的に推進します。 

 

４ 計画の期間 

この計画の期間は、令和８年度（２０２６年）を初年度とする令和１２年度（２０

３０年）までの５年間とします。ただし、「配偶者暴力防止法」が改正された場合や国

が示した「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関する基本的

な方針」が見直された場合、新たに盛り込むべき、あるいは改正すべき事項等が生じ

た場合には、必要に応じて見直すこととします。   

基本理念 

 
◎いかなる場合でも暴力は許されず、誰もが安心できる環境のもと、人生を豊かに生

きることを求める権利を有しています。 

◎配偶者等からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、社会的な

問題でもあります。 

◎配偶者等からの暴力の被害者の多くは女性であり、その一因には、男女の不平等な

関係があることから、その暴力の根絶に向けては、人権の擁護と男女平等の実現が

不可欠です。 

◎配偶者等からの暴力の被害者は、国籍や年齢、障害の有無等を問わず、その人権を

尊重され、適切な支援を受けることができる権利を有します。 

◎配偶者等からの暴力の予防と根絶及びその被害者支援のために、国、県及び近隣市

町、民間団体、市民との連携・協力を図ります。 
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第２章 配偶者等からの暴力 

（ドメスティック・バイオレンス／ＤＶ）について 

 
１ 配偶者等からの暴力とは 

⑴ 配偶者等からの暴力の形態 

配偶者等からの暴力とは、配偶者、恋人、同棲相手、元配偶者、以前つきあってい

た恋人等、親密な関係にある、または、あった者からふるわれる暴力のことです。 

 配偶者等からの暴力には、殴ったり蹴ったりする等直接何らかの有形力を行使する

身体的な暴力、心無い言動や無視することにより相手の心を傷つける等の精神的な暴

力、嫌がっているのに性的行為を強要する等の性的な暴力、生活費を渡さない等の経

済的な暴力等、様々な形態が存在します。 

⑵ 配偶者等からの暴力の特徴 

配偶者等からの暴力は、外部からの発見が困難なところで行われることが多いこと

や「家庭内の問題」、「個人的な問題」と捉えられがちで、社会的な理解が不足してい

ることにより潜在化しやすく、周囲も気づかないうちに暴力が激化・継続化し、被害

が深刻化しやすいという特徴があります。 

⑶ 犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害 

配偶者等からの暴力は、社会的、経済的、肉体的に優位に立つ者が、立場の弱い者

を様々な暴力で支配しようとする行為であり、個人的な問題の範囲を超え、犯罪とな

る行為をも含む人権を侵害する重大な社会問題です。 

⑷ 根底にある男女の不平等な関係 

私たち一人ひとりは、社会構造の影響の中で生活しています。男女の固定的な役割

分担、経済力の格差、上下関係等我が国の男女が置かれている状況等により、女性を

対等なパートナーと見ない女性差別の意識や夫が妻に暴力をふるうのは、ある程度仕

方ないといった考え方等が社会の根底にあり、暴力を生み出す背景になっています。 

 

２ 配偶者等からの暴力の現状 

⑴ 配偶者等からの暴力の被害経験 

本市が、令和６年度に実施した「薩摩川内市男女共同参画に関する市民意識調査」

では、配偶者等から暴力を受けた経験が１度でもあると答えた人は、２９．６％でし

た。 

また、県内の配偶者暴力相談支援センターに寄せられたＤＶの相談件数（令和６年）

の、９６.８％が女性となっており、特に女性の被害者が多いことがうかがえます。 
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資料：「令和６年度薩摩川内市男女共同参画に関する市民意識調査」 

 

（２）配偶者等からの暴力についての相談経験 

本市が、令和６年度に実施した「薩摩川内市男女共同参画に関する市民意識調査」

では、配偶者等から暴力を受けたことがある人のうち、「だれにも、どこにも相談しな

かった」と答えた人は７０．３％となっていて、相談をした人は２割でした。その相

談先について聞いたところ、「友人や知人に相談した」が６１．５％となっています。 

 

３ 配偶者等からの暴力に対する取組の現状 

（１）国における取組 

国は、平成１３年４月に配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の

体制を整備した「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」を制定し

13.9%
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7.1%
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5.4%

7.8%

1.0%

4.2%

6.2%

4.7%

2.5%
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0.6%

0.6%

1.2%

1.6%

0.4%

78.7%

3.0%

16.5%

10.4%

8.3%

3.7%

8.1%

10.4%

1.2%

6.8%

9.5%

6.6%

4.1%

65.0%

2.7%

汚くののしる、怒鳴る

何を言っても、何をしても無視する

交友関係や電話を細かく監視する

大切にしているものを、わざと壊したり捨

てたりする
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見たくもないのに、わいせつなビデオや雑

誌を見せる
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意に反して性的な行為を強要する

生活費を渡さない

外で働くなと言ったり、仕事を辞めさせる

受けたことはない

無回答

配偶者等からどのような暴力を受けたことがあるか

合計

男性

女性

n =1262 

n = 507 

n = 739 
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ました。これにより、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害

であると明確に位置づけられました。 

また、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」は、附則に施行後

３年を目途として、その施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて

必要な措置を講じると規定されており、平成１６年と平成１９年の２回にわたり改正

が行われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２５年６月には、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活に類

する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手からの暴力及び被害

者についても、配偶者からの暴力及び被害者に準じて法の適用対象とすることを内容

とする配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法律

（平成２５年法律第７２号）が制定され、平成２６年１月３日に施行されました。 

この改正により、法律の題名は「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関

する法律」に改められました。 

令和５年５月には、接近禁止命令等の申立てをすることができる被害者の範囲の拡

大（対象者に「自由、名誉又は財産」に対する加害の告知による脅迫を受けた者が追

加され、接近禁止命令の発令要件について「更なる身体に対する暴力又は生命・身体・

自由等に対する脅迫により心身に重大な危害を受けるおそれが大きいとき」に拡大）、

保護命令期間の伸長等の保護命令制度の拡充、関係者による情報交換及び支援内容の

協議を行う協議会の創設について都道府県の努力義務とすること、また、情報交換の

円滑化等を図るため、協議会の事務に関する守秘義務等を創設する等を内容とする法

改正が行われ、施行日が令和６年４月１日とされるとともに、基本方針が見直されま

した。 

 

■平成１６年改正 

 １ 「配偶者からの暴力」の定義の拡大 

 ２ 保護命令制度の拡充（元配偶者に対する保護命令、被害者の子への接近禁止

命令、退去命令の期間の拡大等） 

 ３ 市町村による配偶者暴力相談支援センターの業務の実施 

 ４ 被害者の自立支援の明確化等 

 ５ 警察本部長等の援助 

 ６ 苦情の適切かつ迅速な処理 

 ７ 外国人、障害者等への対応 

■平成１９年改正 

 １ 市町村基本計画の策定（努力規定） 

 ２ 配偶者暴力相談支援センターに関する改正 

 ３ 保護命令制度の拡充（電話等を禁止する保護命令等） 

 ４ 裁判所から支援センターへの保護命令の発令に関する通知 
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（２）鹿児島県における取組 

平成１４年１月に施行した「鹿児島県男女共同参画推進条例」第９条において、配

偶者に対する暴力行為の禁止を明記し、同年、様々な問題を抱える女性の相談対応や

保護を行う鹿児島県女性相談センターを、配偶者暴力相談支援センターに指定してい

ます。 

 平成１８年３月「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」に基づ

き、「鹿児島県配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援計画」を策定し、この計画に

基づき、市町村、関係機関等と連携のもと、配偶者等からの暴力の防止及び被害者支

援の取組を進め、同年、男女共同参画を推進する総合的活動拠点である鹿児島県男女

共同参画センターも、配偶者暴力相談支援センターに指定しました。 

さらに平成１９年には、県内の全ての地域におけるＤＶ被害者の相談・支援体制の

充実に資するよう各地域振興局・各支庁の保健福祉環境部も、配偶者暴力相談支援セ

ンターに指定しています。 

 平成１９年７月に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」が改

正され、平成２０年１月、国の「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策に関する基本的な方針」の見直しが行われたことに伴い、これらの改正の内容や

これまでの鹿児島県の取組状況等を踏まえて、配偶者等からの暴力の防止及び被害者

の支援のための施策の一層の充実を図るために、「鹿児島県配偶者等からの暴力の防止

及び被害者支援計画」の改定を行っています。 

 

 

 

 

（３）本市における取組   

平成１７年４月に施行した「薩摩川内市男女共同参画基本条例」第８条において、

配偶者等からの暴力の根絶に向けた総合的な施策に取り組むため、「薩摩川内市男女共

同参画基本計画」の中に「男女の人権を侵害するあらゆる暴力の根絶を目指した社会

環境の整備」を重点課題と定め、取組を進めてきました。 

また、被害者の安全確保に努めるため、女性・家庭生活支援相談員（嘱託員）によ

る相談窓口や、何でも相談員による「何でも相談室」を開設しました。 

平成２５年３月「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」に基づ

き、また「鹿児島県配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援計画」を勘案して、「薩

摩川内市配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援計画」を策定しました。 

平成２５年４月より、「配偶者暴力相談支援センター」や「ＤＶ対策庁内連携会議」

を設置し、被害者への二次被害の防止、担当者の役割・守秘義務等の認識を深め、被

害者に対する支援の更なる充実を図っています。 
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第３章 計画の体系 

   

 重点的に取り組むこと  

 

 Ⅰ 配偶者等に対する暴力の予防と根絶に向けた取組の推進 

ＤＶ・デートＤＶ、ストーカー行為対策等 

１ 暴力を許さない人権教育・啓発の推進 

２ 問題解決を暴力に頼らない教育・啓発の推進 

３ 配偶者等からの暴力に対する正しい理解の促進 

４ デートＤＶの防止に向けた教育・啓発の推進 

 

Ⅱ 安心して相談できる体制の確立に向けた取組 

１ 相談体制の整備と充実 

２ 早期発見・未然防止のための仕組みづくり 

３ 被害者の立場に立った関係機関との連携の強化 

４ 苦情等への適切な対応の推進 

５ 支援者の安全確保 

 

Ⅲ 被害者の保護と自立に向けた支援への取組 

１ 被害者の保護と安全確保 

２ 通報・通告制度による被害者の保護 

３ 被害者の安全を守る各種制度の周知と適切な運用 

４ 配偶者等からの暴力のある家庭に育つ子どもへの支援 

５ 被害者の立場に立った生活再建に向けた支援 

めざすべき姿 

暴力(ドメスティック・バイオレンス)を許さない 

誰もが安心して暮らすことのできる地域社会の創造
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第４章 計画の内容 

配偶者等に対する暴力の予防と根絶に向けた取組の推進 

ＤＶ・デートＤＶ、ストーカー行為対策等 

 

１ 暴力を許さない人権教育・啓発の推進 

・暴力の防止に資するよう、学校、幼稚園、保育所の教育の場、家庭、地域、職域など、

あらゆる場において、人権意識を高める教育や薩摩川内市男女共同参画基本条例の基本

理念である男女の人権の尊重に基づく人権教育や地域生活、就業環境の整備に向けて、

あらゆる機会を活用した広報・啓発に努めます。 

・人権意識の確立に向け、法律についての知識を持ち、日常生活の中で、人権侵害や男女

の不平等な状況を改善していくために活用できるよう、広報紙や市ホームページ等を活

用して法教育を充実させます。 

 

№ 主な取組 主な担当課 

１ 学校、幼稚園、保育所における人権教育の推進 

コミュニティ課 

学校教育課 

子育て支援課 

２ 家庭教育における人権教育の推進 
コミュニティ課 

社会教育課 

３ 地域における人権教育の推進 コミュニティ課 

４ 職域における人権教育の推進 
コミュニティ課 

経済政策課 

５ 法教育の充実 
コミュニティ課 

市民課 

 

２ 問題解決を暴力に頼らない教育・啓発の推進 

・暴力の発生を未然に防ぐために、家庭、職場、学校、地域その他の社会のあらゆる分

野で、問題解決を暴力に頼ることのないコミュニケーションが行われるよう、被害者

視点に立った広報・啓発を進めるとともに、発達段階に応じた好機を捉えて暴力的で

ない考え方や、問題解決を暴力に頼らないための教育を関係機関と連携して進めます。 

 

№ 主な取組 主な担当課 

６ 暴力未然防止教育の研究及び実践 コミュニティ課 

７ 問題解決を暴力に頼らない教育の推進 
コミュニティ課 

学校教育課 

８ 
問題解決を暴力に頼らないコミュニケーションについての広

報・啓発の推進 

コミュニティ課 

社会福祉課 

９ 加害予防の観点からの広報啓発の推進 コミュニティ課 

 

重点目標Ⅰ 
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３ 配偶者等からの暴力に対する正しい理解の促進 

・配偶者等からの暴力に対する正しい理解を地域社会に広め、その暴力を許さないとい

う認識を徹底させるためには、市民一人ひとりの人権意識、男女平等意識を高めるこ

とが重要です。講演会や研修会を実施したり、身近な事例の活用、または参加・体験

型の啓発を推進したりすることで、暴力に対して「ノー」と言う権利を行使でき、暴

力が介在しない対等な人間関係を築くことができる力を身につけることを目指します。 

・被害者が周囲の無理解によりさらに傷つき、暴力の実態が潜在化することがないよう

にするため、「女性に対する暴力をなくす運動」期間（１１月１２日～２５日）や「人

権週間」の期間に広報・啓発を進めます。 

 

№ 主な取組 主な担当課 

１０ 
被害者が自ら配偶者等からの暴力についての知識や気づきを得

るための啓発や情報提供 

コミュニティ課 

社会福祉課 

市 民 課  

市 民 健 康 課  

１１ 講演会や研修会等の開催による啓発の実施 
コミュニティ課 

社会教育課 

１２ 地域における学習機会の提供 

コミュニティ課 

社会福祉課 

社会教育課 

１３ 身近な事例を用いた啓発、参加・体験型の啓発の推進 
コミュニティ課 

社会教育課 

１４ 各種団体の研修会や講座等の機会を活用した啓発 
コミュニティ課 

社会福祉課 

１５ 県男女共同参画センター等における講演会等の情報提供 コミュニティ課 

１６ 各種団体等市民の自主的な啓発活動の促進 コミュニティ課 

１７ 
個人情報を扱う各種機関における配偶者等からの暴力に関する

正しい理解の促進 

社会福祉課 

市民課 

学校教育課 

１８ 啓発用リーフレットの活用 
コミュニティ課 

社会福祉課 

１９ 書籍やＤＶＤ等の関連情報の整備・提供 
コミュニティ課 

中央図書館 

２０ 「女性に対する暴力をなくす運動」期間を中心とした広報活動 
コミュニティ課 

社会福祉課 

２１ 「人権週間」の周知 
コミュニティ課 

市民課 
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４ デートＤＶの防止に向けた教育・啓発の推進 

・デートＤＶの防止に取り組む民間団体とも協働しながら、啓発活動や教育関係者・保

険・医療関係者等を対象としたデートＤＶ防止に関する研修等を実施し、教育現場や

地域社会、家庭におけるデートＤＶの出前講座を利用して、防止に向けた取組を推進

します。 

・特に、子どもたちに対して、個人の尊厳を傷つける暴力は許さないという意識を持ち、

男女の人権を尊重した対等な人間関係を築くことを学習する機会を提供します。また、

若年層が相談しやすい相談窓口づくりと、若年層に配慮した広報を推進します。 

 

№ 主な取組 主な担当課 

２２ デートＤＶ防止に関する教育・啓発の推進 
コミュニティ課 

市 民 健 康 課  

２３ 
若年層が相談しやすい相談窓口づくりと若年層に配慮した相談

窓口の広報の推進 

コミュニティ課 

社会福祉課 

２４ 
教育・保健・医療関係者、相談機関の職員等を対象とした研修の

実施 

コミュニティ課 

学校教育課 

市民健康課 

 

 

安心して相談できる体制の確立に向けた取組 

 

１ 相談体制の整備と充実 

・プライバシーや被害者の心情に配慮した相談室の環境づくりと、気軽に相談できる体

制の整備に努め、障害者や高齢者等へ配慮した施設のバリアフリー化を進めます。 

・使用する言語や障害等に応じた相談対応が可能な機関を把握し確実にその機関への情

報提供に努め、さらに、被害者の安全確保への配慮をはじめ被害者の立場に立って、

相談窓口（配偶者暴力相談支援センター）の周知にも努めます。 

 

№ 主な取組 主な担当課 

２５ 安心して相談できる環境の整備 
コミュニティ課 

社会福祉課 

２６ 外国人・障害者への対応が可能な相談機関等の情報提供 

コミュニティ課 

社会福祉課 

障害福祉課 

２７ 被害者への各種相談窓口の周知 

コミュニティ課 

社会福祉課 

市 民 健 康 課  

 

 

 

 

 

重点目標Ⅱ 
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２ 早期発見・未然防止のための仕組みづくり 

・地域社会からの孤立しやすい家庭への日常的な声掛けや地域に密着した防犯活動に安

全に関する情報提供など、自治会、学校、PTA、事業所等と連携して取り組みます。 

・被害者の保護を図るための情報を広く社会から求める広報に努めるとともに、配偶者

等からの暴力を早い段階で発見することに努め、被害者への適切な情報提供を行うと

ともに、暴力の未然防止の視点を持った活動を行います。 

・医療機関や、保健センターにおける早期発見や被害者の意思を尊重しながら、配偶者

暴力相談支援センターや警察への通報、また、相談対応マニュアルを活用しながら、

積極的な助言や情報提供による支援を行います。 

・福祉関係者、学校関係者や保育士等は、潜在化している配偶者等からの暴力の早期発

見に努める視点を持ち、守秘義務を厳守し、被害者の意思を尊重しながら、被害者に

相談機関等の情報を提供するほか、適切な支援を受けられるよう配偶者暴力相談支援

センターや警察、市や児童相談所等関係機関と連携し、被害者や子どもの救助にあた

ります。 

・外国人や障害者、高齢者がいる家庭が、地域社会から孤立することにより、配偶者等

からの暴力の発見が遅れることを防ぐため、市職員、福祉や保健のサービス提供者、

民生委員・児童委員、福祉や国際交流（協力）の分野で活動を行う NPO 等が、日常の

業務や活動の中で、暴力の未然防止と早期発見の視点を持って関わります。 

 

№ 主な取組 主な担当課 

２８ 
暴力の発生を未然に防止するための地域における家庭への働き
かけ 

コミュニティ課 
社会福祉課 

２９ 地域のあらゆる主体における防犯活動・地域安全活動の促進 
コミュニティ課 
学校教育課 
防災安全課 

３０ 
「配偶者暴力防止法」に基づく通報制度及び「児童虐待防止法」
に基づく通告制度の広報 

コミュニティ課 
社会福祉課 

３１ 民生委員・児童委員や人権擁護委員等による早期発見・対応 
社会福祉課 
市 民 課  

３２ 
保健・医療機関における早期発見のための相談対応マニュアルの
活用 

市民健康課 

３３ 
医療機関における診療や医療相談、スクリーニング（配偶者等か
らの暴力に関する問いかけ）を通じた早期発見と積極的な助言や
情報提供 

市民健康課 
社会福祉課 

３４ 
保健センター等における母子保健事業（母子保健手帳交付、健診、
子育て相談等）を通じた早期発見と被害者や子ども、家庭への積
極的な働きかけ 

市民健康課 

３５ 育 児 ・ 介 護 サ ー ビ ス の 提 供 者 に よ る 早 期 発 見  

子育て支援課 
社会福祉課 
高齢・介護福祉課 
障害福祉課 

３６ 
学 校 、 幼 稚 園 、 保 育 所 等 に お け る 子 ど も の 行 動 等 か ら
の 早 期 発 見  

子育て支援課 
学校教育課 

３７ 
外国人、障害者、高齢者の孤立防止と暴力の未然防止・早期発見
のための支援体制づくり 

コミュニティ課 
社会福祉課 
障害福祉課 
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３ 被害者の立場に立った関係機関との連携の強化 

・市職員や、支援関係機関の職務関係者※１が、配偶者等からの暴力に対する正しい理解

のもとで、男女共同参画の視点に立った適切な対応をとることができるよう、ＤＶ対

策庁内連携会議で研修の実施と内容の充実を図るなど、二次的被害※２を与えないよう

徹底します。 

・被害者の個人情報保護を徹底するため、関係機関連絡会議、ＤＶ対策庁内連携会議、

情報を共有する必要のある機関において情報管理のルールを定め遵守し、学校等にお

ける転校生や居住地等の守秘義務についても周知・徹底を図ります。 

・被害者が、加害者の追跡の恐怖から解放され、安全な生活を確保するため、医療機関

など関係各機関における被害者の個人情報の保護を徹底し、住民基本台帳事務におけ

る支援措置制度の周知徹底に努めます。 

・安全に関する情報提供等地域に密着した防犯活動や、被害者の相談に総合的に対応す

るために、支援関係機関・団体との日常的な連携強化を図り、迅速な対応ができるよ

う、情報の共有化を図ります。 

・福祉事務所と連携を図り、被虐待児童及び配偶者等からの暴力被害者の保護等に迅速

に対応するため、児童虐待支援に関わる市職員等を対象に配偶者等からの暴力に関す

る研修の実施や、県が行う講座等の情報を提供するとともに、連絡体制一覧表の作成

と支援関係機関への配布を行い、迅速な対応ができるよう庁内連絡体制を整備し、対

応マニュアルを作成します。 

 

※１ 支援関係機関の職務関係者 

教育相談員、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、民生委員・

児童委員、女性・家庭生活支援相談員、消費生活相談員、人権擁護委員等 

※２ 二次的被害 

被害者が相談した身近な人の心無い言葉や、相談、保護、捜査、裁判等に携わる

職務関係者の不適切な言動により、更に精神的に傷ついてしまうこと。 

 

№ 主な取組 主な担当課 

３８ 市担当職員を対象とした研修の実施 コミュニティ課 

３９ 支援関係機関の職務関係者を対象とした研修の実施 

コミュニティ課 

社会福祉課 

学校教育課 

市民課 

４０ 
内閣府作成「配偶者からの暴力の被害者対応への手引き～二次的

被害を与えないために～」の活用 
コミュニティ課 

４１ 
被害者の個人情報を共有する支援関係機関の情報管理のルール

づくり 
市 民 課  

４２ 教育委員会及び学校における個人情報の適切な管理 学校教育課 

４３ 関係各機関における被害者の個人情報の保護と守秘義務の徹底 社会福祉課 
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№ 主な取組 主な担当課 

４４ 住民基本台帳における支援措置制度の適切な運用 市民課 

４５ 
地域づくりや子どもの育成について活動している NPO 等民間団

体との連携・協力 

コミュニティ課 

社会福祉課 

社会教育課 

４６ 支援関係機関・団体の連携強化 社会福祉課 

４７ 
配偶者等からの暴力及び児童虐待の支援関係機関の連携協力体

制の強化 

社会福祉課 

市民健康課 

４８ 
支援関係機関の休日及び時間外における保護に関する連絡体制

の整備 
社会福祉課 

４９ 庁内連絡体制の整備 社会福祉課 

 

４ 苦情等への適切な対応の推進 

・市が実施する男女共同参画の推進に関する施策又はその推進に影響を及ぼすと認めら

れる施策についての市民及び民間の団体からの申出があったときは、適切に処理する

よう努めます。 

 

№ 主な取組 主な担当課 

５０ 申出への対応体制の整備 コミュニティ課 

 

５ 支援者の安全確保 

・被害者へのより良い支援を行うために、支援者自身が自らの心身の健康に気をつける

とともに、組織としても、その職務の特性に配慮して支援者のケアに取り組みます。 

・相談員など支援者も加害者から危害を加えられる可能性があるため、その個人情報の

管理を徹底するとともに、警察と連携・協力して、その安全確保に努めます。 

・配偶者暴力防止法以外の各種制度も有効に活用し、被害者や被害者の親戚・友人等の

安全確保を図るため、配偶者暴力相談支援センターや警察をはじめ支援関係機関が連

携して、被害者及び関係者への制度に関する情報提供とその利用にあたっての支援を

行います。 

 

№ 主な取組 主な担当課 

５１ 相談員等の支援者のケア 
コミュニティ課 

社会福祉課 

５２ 支援者の個人情報管理の徹底 
コミュニティ課 

社会福祉課 

５３ 警察との連携・協力 
社会福祉課 

防災安全課 

５４ 
ストーカー規制法や接近禁止等の仮処分の申立て制度等の情報

提供 

コミュニティ課 

社会福祉課 
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被害者の保護と自立に向けた支援への取組 

 

１ 被害者の保護と安全確保 

・消防（救急）機関においては、患者の症状から、その背景に配偶者等からの暴力がな

いか留意し、被害者の安全確保に努めます。 

・被害者の一時保護支援のための経費を予算化し、支援関係機関との連携協力を図り、

また、緊急一時的に母子を保護することが必要な場合等は、児童養護施設等において

短期間養育・保護を行います。 

・被害者の安全確保を図るために、地域ネットワーク活動や地域生活者と連携して、身

近な避難先の確保や、被害者が住み慣れた地域で引き続き暮らしていけるよう、いつ

起こるか予測困難な暴力に迅速に対処し、被害者の安全確保のために、警察による見

回りの要請とともに、自治会組織等において様々な機会を通じた見守り支援の環境づ

くりを促進します。 

 

№ 主な取組 主な担当課 

５５ 
消防（救急）機関における配偶者等からの暴力被害者への応急対

応 

社会福祉課 

警防課 

５６ 被害者の一時保護への支援 社会福祉課 

５７ 子育て短期支援事業による母子の保護 子育て支援課 

５８ 身近な避難先の確保 社会福祉課 

５９ 警察による見回り 
社会福祉課 

防災安全課 

６０ 地域における見守り支援 
コミュニティ課 

社会福祉課 

 

２ 通報・通告制度による被害者の保護 

・医療関係者に対して、医療関係者による発見は守秘義務違反に問われることがない等

の制度周知を図り、被害者の適切な保護を図るなど、通報を受ける可能性のある全て

の関係者に対して、通報者情報の保護を図ります。 

・加害者による子どもの連れ去りや不当な接触を防止し、被害者及び子どもの安全を確

保するため、子どもに対する接近禁止命令制度が有効に活用されるよう教育委員会及

び学校、幼稚園、保育所への制度の周知とともに、通報体制の確立を促進します。 

・学校や幼稚園、保育所、児童クラブ、医療機関、地域住民等様々な立場の者が、子ど

もの様子から配偶者等の暴力によって傷ついている子どもを発見し、関係機関との連

携により適切な対応をとることができるよう、児童虐待防止法に基づく通告制度の周

知等を進めます。 

 

 

重点目標Ⅲ 



17 
 

№ 主な取組 主な担当課 

６１ 医療関係者への通報・通告制度の周知徹底 
社会福祉課 

市民健康課 

６２ 通報者の情報（氏名等）の保護の徹底 社会福祉課 

６３ 配偶者暴力防止法に基づく子に対する接近禁止命令制度の周知 

学校教育課 

社会福祉課 

子育て支援課 

６４ 
地域のあらゆる主体における子どもの見守りの推進と通告制度

の周知 

子育て支援課 

社会福祉課 

学校教育課 

市民健康課 

 

３ 被害者の安全を守る各種制度の周知と適切な運用 

・被害者の安全な生活を確保するため、住民基本台帳の閲覧等の制限に関する支援措置、

医療保険の加入脱退手続きにおける支援措置を適切に運用するよう市職員等に周知徹

底するとともに、配偶者暴力防止法に基づく保護命令制度の利用が図られるよう、リ

ーフレット及びガイドブックを活用し、その広報に努めるとともに、制度利用にかか

る手続きの支援を行います。 

・配偶者暴力防止法以外の各種制度も有効に活用し、被害者の安全確保を図るため、警

察をはじめ支援関係機関が連携して、被害者及び関係者への制度に関する情報提供と

その利用にあたっての支援を行います。 

・各種研修会、講習会などを活用し、本市で実施可能な加害者更生方法等の調査、研究

に努めます。 

 

№ 主な取組 主な担当課 

６５ 各種支援制度の適切な運用 
市民課 

保険年金課 

６６ 保護命令制度の広報と被害者への利用支援 社会福祉課 

６７ 
ストーカー規制法や接近禁止等の仮処分の申立て制度等の情報

提供 

社会福祉課 

コミュニティ課 

６８ 加害者更生方法等の調査・研究 
コミュニティ課 

社会福祉課 

 

４ 配偶者等からの暴力のある家庭に育つ子どもへの支援 

・配偶者等からの暴力によって心理的外傷を負っている子どもの早期発見・適切な支援

を、児童相談所等との連携により行います。 

・市、教育委員会、学校等は、加害者からの追跡等があって現住所地に住民票を異動で

きない子どもが、現在住んでいる地域の学校や保育所等に入学や転校、入所等ができ

るよう支援するとともに、現住所地で健康審査や予防接種が受けられるよう弾力的に

実施します。 
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№ 主な取組 主な担当課 

６９ 子どもの専門的ケア体制の充実 
社会福祉課 

市民健康課 

７０ 学校や幼稚園、保育所、児童クラブ等への就学や入所等の支援 

子育て支援課 

社会福祉課 

学校教育課 

７１ 健康審査・予防接種の弾力的実施 
社会福祉課 

市民健康課 

 

５ 被害者の立場に立った生活再建に向けた支援 

・経済的に困窮している被害者に対しては、生活保護の援護制度等の活用による支援を

行うとともに、ハローワーク等における職業相談等の情報提供を行います。 

・就労に必要、あるいは有利な技能や知識を習得するために、職業訓練や法制度等に関

する学習機会の情報を提供し、職業能力や就労意欲の向上を支援します。 

・各種保育サービスや相談事業の情報提供や利用支援を行い、育児の負担軽減や、住宅

の確保に困窮している被害者を支援するため、公営住宅への入居の推進など行います。 

・心身の状況や生活能力、障害、子育て等により自立した生活が困難な被害者について

は、福祉事務所等と連携を図りながら、個々の状況に応じて福祉（保健）施設等への

入所を支援します。 

 

№ 主な取組 主な担当課 

７２ 生活保護等の支援制度の活用 保護課 

７３ 
ハローワークにおける職業相談・指導、職業紹介、求人情報の提

供 

社会福祉課 

産業人材確保・ 

移住定住戦略室 

７４ 就労のための技能習得等の支援 
産業人材確保・ 

移住定住戦略室 

７５ 各種保育サービスの情報提供・利用支援 子育て支援課 

７６ 公営住宅への優先入居 建築住宅課 

７７ 自立困難な被害者への対応 社会福祉課 
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配偶者等からの暴力防止及び被害者支援に関するフローチャート（薩摩川内市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情

報

提

供

努

力

義

務 

 

市民

、
医療

機
関
、
民生

委
員
・
児童委員

等
（
発
見・

通
報
） 

連
携 

委託・入所 

地裁の請求に基

づく書面提出等 

鹿児島地方 

家庭裁判所 

川内支部 

配偶者暴力相談支援センター 

保護命令発令の通知 

※配偶者暴力相談支援 

センターへの相談等 

があった場合のみ 

 

薩摩川内警察署 

保護命令 
・接近禁止命令（６か月） 

・被害者の子又は親族等への接近

禁止命令（６か月） 

・電話等禁止命令（６か月） 

・退去命令（２か月） 

相手方（申立人の配偶者・元配偶者、

事実婚も含む） 
 

命令に違反すると１年以下の 

懲役または１００万円以下の 

罰金が科せられる 

一時保護 
厚生労働大臣が定める基準を満たす施設 

（母子生活支援施設、婦人保護施設等） 

自   立 

被  害  者 

生活再建するためのさまざまな支援（配偶者暴

力相談支援センター、ＤＶ対策庁内連携会議） 
住宅確保・心の回復・就業・経済面・子どもの就学 

個人情報保護・司法手続き等 

相   談 保護命令申立 

相談したい又は加害者から逃れたい場合 加害者を引き離して欲しい場合 

【薩摩川内市】 

配偶者暴力相談支援センター 
（社会福祉課） 

 

 

【鹿児島県】 

・女性相談センター 

・男女共同参画センター 

・北薩地域振興局 

保健福祉環境部等 

 


